
令和７年度 企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１． 目的 

本要領は、新潟市（以下、「本市」という。）が実施する「令和７年度 企業版ふるさと納税マッチング

支援業務委託」の受託候補者を選定するための公募型プロポーザルに関して、必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 

2. 委託業務の概要 

（１）業務名称 

令和７年度 企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

（２）業務内容 

別紙１ 委託仕様書のとおり 

（３）契約期間 

契約締結日から令和８年３月３１日（火）まで 

（４）委託料額（提案限度額） 

成果報酬型 寄附額の１０％以内のインセンティブ率（消費税および地方消費税別途） 

※契約時の予定価格を示すものではない 

※（２）に定める業務以外の寄附獲得に向けた独自の提案がある場合は、本業務とは分けて委託

料額を提案書に記載すること。ただし、独自の提案業務の実施については、本市と協議の上、

本契約とは別途決定することとする。なお、本業務の実施と独自の提案業務の実施が不可分

の関係にあり、独自の提案業務の実施が前提となる提案は不可とする。 

  （5）費用分担 

受託者が業務を遂行するにあたり必要となる経費は、委託料額に含まれるものとし、本市は委

託料額以外の費用を負担しない。 

 

3. 委託候補者選定方法 

（１）公募型プロポーザル方式とし、「別紙２ 評価基準」により選定する。 

（２）選定の流れについては、「７．委託候補者の選定」に掲げるとおりとする。 

（３）基準点以上のもののうち、上位から複数者（2～3者程度）を選出する。 

 

4. 参加資格 

次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）本業務の受注能力を有するものであること。 

（３）新潟市の入札参加資格者名簿（業務委託）に登載されているもの、又は市税、法人税、所得税、

消費税及び地方消費税を滞納していないもので下記の書類を参加表明書提出時に提出できる

もの。 

＜提出書類＞（①～④は写しを PDFデータで提出とする） 

① 登記事項証明書（提出する月の３カ月前以降に証明されたもの） 



② 直近の決算報告書 

③ 市町村税の納税証明書（新潟市に本社又は支店、営業所等がある場合。提出する月の１カ月

前以降に証明されたもの） 

④ 国税の納税証明書（その３の３）（提出する月の３カ月前以降に証明されたもの） 

⑤ 【様式３】暴力団排除に関する誓約書兼同意書 

(4)本公募による手続開始から契約締結までの間に、新潟市競争入札参加有資格者指名 

停止等措置要領の規定に基づく指名停止の措置を受けていない者。新潟市の入札参加資格名

簿に登載されていない者にあっては、手続開始から契約締結までの間、新潟市の指名停止の措 

置要件に該当する行為を行っていない者。 

（5）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者。た 

だし、同法に基づく裁判所からの再生計画認可を受けている場合を除く。 

（6）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者。た 

だし、同法に基づく裁判所からの再生計画認可を受けている場合を除く。 

（7）共同企業体で参加する場合は、次の要件を満たしていること。なお、共同企業体の構成団体は 

単独又は他の共同企業体の構成団体として、本公募に参加することができないものとする。 

①構成団体は前記すべての要件を満たしていること。 

②共同企業体は自主結成とし、構成団体間で協定を締結していること。 

③共同企業体は、代表構成団体を選定し、当該代表構成団体を共同企業体の代表者として委 

託者と契約締結が行えること。この場合、代表構成団体は委託者に対してすべての責任を 

負うものとする。 

 

5. スケジュール 

No 実施日 内 容 

1 ４月１４日（月） 公募開始（市ホームページに掲載） 

2 ４月２５日（金）正午 質問書提出期限 

３ ４月２８日（月）頃 質問書への回答（市ホームページに掲載） 

４ ５月８日（木）午後５時 参加表明書・提案書提出期限 

5 ５月１２日（月）予定 第１次審査（書類審査） 

※応募が６者以上の場合のみ実施 

6 ５月２０日（火）予定 第２次審査（プレゼンテーション） 

※オンライン実施予定 

7 ５月２１日（水）予定 選定結果通知・委託候補者決定 

 

6. 公募開始から提案書提出まで 

（１）質問書の提出及び回答 

本業務及び本要領について、質問書を提出することにより質問できる。 

【提出書類】質問書（様式自由、質問者の社名・担当者名・連絡先を明記） 

【提出期限】令和７年４月２５日（金）正午必着 

【提出方法】「10.問い合わせ及び書類提出先」へ電子メール 

【回答方法】令和７年４月２８日（月）頃、新潟市ホームページに掲載する。 



※質問に対する回答は本要領の追加又は修正とみなす。 

（２）参加表明書・提案書の提出 

【提出書類】①「様式 1 参加表明書」  

②「様式 2 提案書」 

仕様書を踏まえ、以下の項目について記載すること｡ 

（a）企業概要 

（b）類似事業 

（c）業務体制 

（d）提案内容（インセンティブ率等） 

※その他、独自の提案業務はＡ４版・30ページ以内の任意様式で提出可 

【留意事項】 ・提案書は A4版とすること。 

・提案書の提出後の追加や修正は認めない。 

・必要に応じて補足資料を求める場合がある。 

【提出期限】令和７年５月８日（木）午後５時必着 

【提出方法】「１０．問い合わせ及び書類提出先」に電子メールで提出すること。なお、書類作成等に

要する費用は提案者の負担とする。 

 

7. 委託候補者の選定 

(1)選定委員会 

委託候補者の選定は、各提案者提出の提案書に基づき、選定委員会が行う。選定委員会の委員

構成は非公開とする。 

(2)選定方法 

①応募事業者が６者以上あった場合のみ、第１次審査（書類審査）を行う。提案書及び提案書に

基づく第２次審査（プレゼンテーション）を行う。 

②選定委員会は非公開とする。 

③「別紙２ 評価基準」に基づき採点し、各委員の点数の平均点が基準点（60点）以上の者のう

ち、評価点が上位の者から複数者（2～3者程度）を委託候補者として選出する。 

 

(3)選定結果の通知 

結果については、すべての提案者に電子メールにより通知するほか、新潟市ホームページに掲

載する。なお、候補者を除く各提案者の情報（社名、提案内容等）、得点、順位等は非公開とし、選

定内容及び順位等の問い合わせについては、一切受け付けないものとする。 

 

8. 契約に関する基本事項 

（１）受託者の決定 

選定により決定した委託候補者に対し、委託契約(インセンティブ率、内容等)の締結交渉を行い、

合意した場合は契約を締結する。 

（２）契約内容 

契約内容は、仕様書及び提案書に基づき、選定結果を考慮のうえ詳細を協議して決定する。た

だし、提案内容は実現を約束したものとみなす。 



（３）契約書 

新潟市契約規則の定めるところにより作成する。 

(4)契約の解除 

契約締結後に受託者の本提案における失格事項又は不正と認められる行為が判明した場合は、

契約の解除ができるものとする。この場合において、契約の解除により損害を受けたときは、新

潟市に対してその損失の補償を求めることができないものとする。 

（５）一括再委託の禁止 

受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。た

だし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については、市と協議の上、予め書面による

承諾を得た場合は当該業務の一部を委託することを可とする。 

 

9. 特記事項 

(1)提案者の失格 

次のいずれかに該当した者は失格とする。 

・本公募の開始以降、選定委員による選定が終了するまでの間に、選定委員に不当な接触を行っ

た者 

・この要領に定められた期限を過ぎて各書類を提出した者 

・提案限度額を超えるインセンティブ率を提案した者 

・提出書類に虚偽の記載をした者又はこの要領に定められた事項に違反した者 

(2)その他 

・提案書等の作成及び提出に要する一切の費用（通信費を含む）は、提案者の負担とする。 

・選定結果についての異議申立ては認めない。 

・受託者の名称は公表できるものとする。 

・提出された提案書等は、提案者に無断で選定目的以外に使用しない。 

・本手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によ 

るものとする。 

 

10. 問い合わせ及び書類提出先 

新潟市政策企画部政策監グループ 企業版ふるさと納税担当 

〒951-8550 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

TEL：025-226-2153 E-mail：seisakukikaku@city.niigata.lg.jp 

mailto:seisakukikaku@city.niigata.lg.jp

